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長崎市水の浦地区における斜面地居住の実態 


















つながっている。アジアの成長は限界なのだろうか。2020 年には、アジア全体で 65 歳以上の
高齢者が 4 億人を超え、介護ビジネスの需要が急速に膨らむことが予想される。そのようなな
か、ベトナムの国家は多少事情が異なる。つまり、ベトナムは高齢者率 6.5％（2010 年）で若
い労働者が多数を占める（男性平均年齢 31 歳、女性平均年齢 28 歳、2009 年）、伸び盛りの社
会主義国家なのである（図 1、表 1）。 
現在高齢化率が 23.0％（2010 年）の高齢化先進国である日本は、2020 年には 28.6％、さら
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ど多方面にわたっている。広義の「技術移転 Technical Transfer」である。 
一方で、経済発展から取り残された日本の地方都市では、土砂災害が頻繁に発生し、毎年多
数の死者や家屋の流出がみられる（注 3）。国土交通省は、「全国の土砂災害の発生件数がこの
20~30 年で 1.5 倍に増えている。増加の主な原因は地球温暖化が招く大雨の頻発である（図 2
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1903  Letchworth Garden City→郊外住宅の原型（Ger、Fran、US, Japan） 
1955  日本住宅公団（Japan Housing Corporation） 
1960  高度経済成長（岩戸景気）（←パイの分配）（～74） 
1964  東海道新幹線【～大阪】、東京 Olympic（高度成長の可視化）  
1965 団地 Housing Complex の造成   
1966  田園都市線【溝の口～長津田】【～84,中央林間】←郊外電車 
1968  「公害 Environmental Pollution の政治学」（宇井純） 
1967  公害対策基本法 
1970  大阪万博 Exhibition  
1971  多摩 New Town への入居←首都圏整備計画の一環 
1972  高島平団地 Housing Complex への入居 
1973  Oil Crisis（→出生率は減少、少子高齢化）⇔社会観、労働観、死生観 
1985  労働者派遣法（派遣は 13 業務に限定）←正社員を守る 
1986  バブル景気（団塊世代が国道 16 号線沿いに居住、「ルート 16 族」） 
1991  バブル景気終息（資産デフレで、格差拡大）The end of Economic bubble 
2008  Lehman shock（～13） 































外移転が進んだ（表 2）。その結果、人口 10 万人規模の都市で 500ｍ以内に医療施設がない世
帯の割合が 2008 年段階で 60％にもなった（三大都市圏は 39％）。日本を代表する斜面都市長
崎では、現在急激な高齢化が進み、空き家、空き地が顕著である。将来の日本の都市を暗示して
いる。しかも、31 年前の「長崎大水害」（注 6）は、長崎市を中心に死者、行方不明 299 名の人的被
害を出した都市型災害の始まりであった（写真 2）。日本における地方都市の街づくりの在り方が
根本的に問われている現在、斜面都市長崎を対象に居住のあり方を分析することは意義がある。 
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で、勾配が 5 度以上）が旧市街地の約 7 割にあたる 28 ㎢の面積であるため、もともと長崎市











































































































年には 42.5%、そして 2012 年には唯一 50％を超えている（図 8、写真 3・4）。本地区は人口
数や世帯数でも 1975 年以降最低値を示している。木造住宅率は約 88%と高く、老朽化した住
宅も多く、老朽空き家や空き地の状態で斜面地に残存している。防災、防犯の両面からも大き
な課題である。 
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次に長崎市の斜面地居住地の実態を分析する。高齢化率が高い斜面市街地は、類型別人口推

















図９ 長崎市の斜面地における類型別人口推移（H7～22 年）（筆者作成） 
＊ と はほとんど重なって表示されている。 











図 10 長崎市の斜面地における人口増減率（1995～2010）と地域特性 
出所；長崎市の H.P 














 写真５ Ｃ路線（生活道路）の新設 写真６ 斜面地に増加する空き地 
















図 11 水の浦地区における斜面地の生活道路計画 
出所；長崎市の H.P より 
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Ⅳ章 日本とベトナム社会主義共和国（以下、ベトナム）との関係について 
   －本格的に始まった民間の技術援助と街づくり－ 
 















都市マス策定から 10年後の 2008年 5月には、ハノイ首都圏計画が首相によって承認された。
その計画とは、首都ハノイを中心核に、周囲に副次核として県級市群を配置し、開発を行う「多
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「自立」の 3 点が考えられ、社会そのものが持続可能な社会の構築（図 12）に向けて動き出さ





























図 12 持続可能な社会の構築にむけて（筆者作成） 
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（注 1） 拙稿（2012）「地域コミュニティの形成とつながり」、徳田賢二、神原理編 
 『市民のためのコミュニティ・ビジネス入門－新たな生きがいプラットフォーム作り』専修大学
出版局、所収 
（注 2） 斜面住宅地の形態を以下の三つに分類する研究もある（鮫島）。 
 市街地連担斜面スロープ型 中腹斜面団地開発型 山・上・大・団地開発型 
 （明治期～昭和 30 年代） （昭和 30 年代～40 年代） 工事用重機の開発  
 斜面畑地の個別宅地化 車社会は想定外、 山の上は 6ｍ道路の住宅地、 
 徒歩、自転車が移動手段 丸善団地のようなミニ開発 中間地には狭小な道路 
  徒歩、バイクが移動手段 
 
（注 3） 「土砂災害警戒区域」にまだ指定していない地域が全国に 49,000 ヶ所ある（国土交通省、
2013.10.31）。毎年地方で発生する土砂災害は、きわめて人為的災害の色合いが濃いといっても
過言ではない。国交省によると、土砂崩れや地滑りの危険箇所のうち、ダムなどの砂防設備があ




（注 4） 早川和男の著作のなかで代表的なものを列記しておく。 
 『空間価値論－都市開発と地価の構造－』勁草書房、1973 年 
 『住宅貧乏物語』岩波新書、1979 年 
 『住居は人権である』文新社、1980 年 
 『居住福祉の論理』（岡本祥浩との共著）東京大学出版会、1993 年 
 『居住福祉』岩波新書、1997 年 
 『医療と居住福祉のまちづくり－神戸からの発信－』かもがわ出版、1997 年 
 『中山間地の居住福祉』（野口定久、吉田邦彦との共編）信山社、2008 年 
（注 5） 低所得者への思いやり政策は、クリチバの多様なゾーニングがその一つである。 
 拙稿（1998）「エコシティ・クリチバの都市計画」ラテンアメリカレポート 15-1 アジ研 
 拙稿（1999）「ブラジル・クリチバの都市環境政策」宇大地理 2 
（注 6） 拙稿（2010）「斜面都市・長崎のまちづくりの課題―1982 年の長崎豪雨災害から―」専修大学社










（注 10） 坂の町長崎市は、2012 年 10 月に条例で「坂の最大勾配を 17％」にし、生活道路の早期整備を
進めている。国の基準の最大 12％を緩和することにより、長崎市における工期の短縮を狙って
いる。 
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（注 11） 水の浦町地区の住民は「緑住斜面都市構想」のまちづくりに期待している。特に斜面地の上部に
居住している住民にとって、車が利用できるようになることに積年の想いが込められている。 

































また本研究は、「平成 24 年度、専修大学個別研究助成」の一部を使用しています。 
